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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自動車の操作機関における、燃焼機関（２）を有する油圧システムの制御方法であって
、この燃焼機関は、行程容積が調節可能である少なくとも二つの油圧ポンプ（３，４，２
３，２４）を駆動し、これらの油圧ポンプは、それぞれ閉じた油圧ループ内に配置されて
おり、その際、
・測定装置（１８）によって、燃焼機関（２）の回転数を検出し、
・行程容積が調節可能である油圧ポンプ（３，４，２３，２４）の圧力差（１２，１３，
　１４，１５，４４，４５，４６，４７）と行程容積（１６，１７，４２，４３）を、そ
　れぞれ少なくとも一つの測定装置によって求め、
・測定した回転数から、燃焼機関（２）の提供可能な動力を求め、
・測定した圧力差、行程容積並びに回転数から、行程容積が調節可能である油圧ポンプ（
　３，４，２３，２４）毎の消費動力を求め、
・制御装置（１）は、これらを用いて、行程容積が調節可能である油圧ポンプ（３，４，
２３，２４）の全消費動力が、燃焼機関（２）の提供可能な動力以下となるように、行程
容積が調節可能である油圧ポンプ（３，４，２３，２４）の行程容積を制御するか、或い
はこれらの油圧ポンプを駆動部として機能させることによって、ポンプの実効動力を制限
し、その際制御装置（１）は、保存した制御データ、特に特性曲線又は一連の特性曲線の
形で保存した制御データを用いて個々の油圧ポンプに優先順位を付けるとともに、入力装
置（１９，２０）、特にアクセル（１９）と制御レバー（２９）の両方又は一方によって
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検出した操縦者の制御設定を考慮して、行程容積が調節可能である個々の油圧ポンプ（３
，４，２３，２４）の行程容積を制御する方法。
【請求項２】
　燃焼機関（２）は、別の定容積形油圧ポンプ（５，２５，２６）を駆動することと、各
定容積形ポンプ（５，２５，２６）の消費動力を、駆動回転数と測定したシステム圧力を
用いた計算によって近似して、全体的な消費動力に加算することとを特徴とする請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
　燃焼機関（２）と行程容積が調節可能である油圧ポンプ（３，４，２３，２４）と定容
積形油圧ポンプ（５，２５，２６）の中の全部又はいずれか二つ又はいずれか一つの動力
計算を、保存した制御データ、特に特性曲線又は一連の特性曲線の形で保存した制御デー
タを用いて行うことを特徴とする請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　制御装置が、行程容積が調節可能である油圧ポンプ（３，４，２３，２４）によって消
費される動力を調節することに加えて、回転数を変更することによって、燃焼機関（２）
の提供可能な動力を制御することを特徴とする請求項１から３までのいずれか一つに記載
の方法。
【請求項５】
　行程容積が調節可能である油圧ポンプ（３，４，２３，２４）が駆動部として機能する
動作状態（エネルギー再生）において、燃焼機関（２）の実効動力を全体的な動力の計算
に繰り入れることを特徴とする請求項１から４までのいずれか一つに記載の方法。
【請求項６】
　特に車両速度、操作用油圧装置の位置、作動油の温度などの別の測定したシステム状態
を考慮して、行程容積が調節可能である個々の油圧ポンプ（３，４，２３，２４）を制御
することを特徴とする請求項１から５までのいずれか一つに記載の方法。
【請求項７】
　走行駆動部として、油圧動力変換器が配備されており、制御装置（１）は、特に保存し
た回転数・回転トルク特性曲線から計算した油圧動力変換器の消費動力を考慮して全体的
な動力を計算することを特徴とする請求項１から６までのいずれか一つに記載の方法。
【請求項８】
　請求項１から７までのいずれか一つに記載の方法を実施するための電子制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、特に自動車の操作機関における、少なくとも一つの燃焼機関を有する油圧
システムの制御方法に関し、この燃焼機関は、行程容積が調節可能である少なくとも一つ
の油圧ポンプと、場合によっては別の定容量形油圧ポンプを駆動するものである。
【０００２】
　更に、この発明は、当該の請求項のいずれか一つに記載の方法を実施するための電子制
御装置に関する。
【背景技術】
【０００３】
　特許文献１には、静圧形駆動部の負荷制限制御方法及び操作機関に関する静圧形駆動部
が記載されている。そこでは、測定装置によって、アクセル位置と操作機関内に有る燃焼
機関の現状の回転数を検出して、これらの測定値を電子制御装置に供給している。これら
の測定値から求めた現状の動力値と目標とする動力値との差によって、制御偏差を算出し
て、それによって、油圧ポンプで消費される油圧用動力が燃焼機関の提供可能な動力以下
となるように、制御バルブを調整している。システム圧力によって変化する油圧ポンプの
旋回角位置自体は、補償されておらず、それによって生じる燃焼機関の回転数の変化だけ
が、制御に対する入力値として考慮されている。
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【０００４】
　この制御方法は、一連の欠点を有する。そのような欠点として、この制御で考慮するこ
とができるのは、常に既に実施済みの負荷に応じて決まる燃焼機関の回転数低下だけであ
る。更に、前記の方法では、操作機関の油圧式駆動部に対するポンプだけを考慮している
。動力データの計算の際に、別の油圧消費先は考慮されていない。複数のポンプと駆動部
を有する複雑な油圧システムで行われる、作動時間中の複雑な負荷配分とその変更を、前
記の方法では満足する形で制御することはできない。別の従来技術で周知の負荷制限制御
も同様の不満な点を有する。特許文献２により周知のディーゼル油圧式駆動部を作動する
ための構成は、ディーゼルエンジンの熱的及び／又は機械的な過負荷の際に、低減可能な
油圧用動力を減少させるために、マイクロプロセッサ制御器を使用している。しかし、機
械的な過負荷を検出するのに、またもや既に実施済みのディーゼル回転数の低下量が必要
である。更に、調節可能なポンプが複数有る場合、これらの行程容積を常に一様に低減し
ており、その結果操作機関の異なる動作状態に柔軟に適合させることはできない。
【０００５】
　現在の操作機関内に有る制御装置の別の欠点は、所謂インチペダルが必要なことである
。このペダルは、ブレーキペダルと別にするか、或いは連結することが可能であり、車両
速度と関係無く、燃焼機械の回転数を上昇させる働きを持つ。これによって、操作機関の
低速走行又は停止状態においても、ディーゼル回転数を高めて、別の油圧機能のポンプ、
例えば押し上げ又は操作用油圧装置に追加的な動力を提供することができる。しかし、こ
のことは、操縦者が、操作機能に関する制御要素の操作に加えて、インチペダル及びアク
セルを手動で操作することによって、各油圧装置に供給するのに十分なディーゼル回転数
を確保しなければならないので、機関の操作プロセスを複雑にしている。
【特許文献１】欧州特許出願公開明細書第０４９７２９３号
【特許文献２】ドイツ特許発明明細書第３６１１５３３号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　以上のことから、この発明の課題は、前述した欠点を回避して、油圧により動作する複
数の機能を有する自動車の操作機関に対する柔軟で簡単な制御方法を実現することであり
、その操作が、今日の一般的なシステムと比較して簡単化されているものである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明は、請求項１に記載の、特に自動車の操作機関における、少なくとも一つの燃
焼機関を有する油圧システムの制御方法によって、これを実現しており、この燃焼機関は
、行程容積が調節可能である少なくとも一つの油圧ポンプと、場合によっては別の定容量
形油圧ポンプを駆動し、その際、
・測定装置によって、燃焼機関の回転数を検出し、
・少なくとも一つの測定装置によって、行程容積が調節可能である少なくとも一つの油圧
ポンプの圧力差と行程容積を求め、
・測定した回転数から、燃焼機関の提供可能な動力を求め、
・測定した圧力差と行程容積、並びに回転数から、行程容積が調節可能である油圧ポンプ
毎に、消費動力を求め、
・制御装置が、これらを用いて、行程容積が調節可能である少なくとも一つの油圧ポンプ
の行程容積を制御して、行程容積が調節可能である少なくとも一つの油圧ポンプの全消費
動力が、燃焼機関の提供可能な動力以下となるようにする、或いは場合によっては、これ
らの油圧ポンプでのエネルギー再生によって、ポンプの実効動力を制限するものである。
【０００８】
　ディーゼルエンジンの回転数以外に、調節可能な油圧ポンプの圧力差と行程容積をも測
定することによって、システム全体の差引動力を非常に正確に求めることができる。既に
実施済みのディーゼル回転数の低下量によって、過剰な動力低下を検出する必要が、もは
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や無くなる。むしろ、測定した圧力差と実際の行程容積によって、各ポンプの正確な消費
動力を求めて、制御装置において、測定した回転数から分かる燃焼機関の提供可能な動力
と比較することができる。そのようにして、ディーゼル回転数を低減する前にも、油圧ポ
ンプの全消費動力が、常に燃焼機関の実効動力以下となるように、調節可能なポンプの行
程容積を低減することができる。それにより、負荷が突然上昇した場合においても、エン
ジンの停止を効果的に回避することができる。これによって、その時々の動作状態に対し
て、燃焼機関の最適な回転数を保持することができ、このことは、機関全体のエネルギー
効率を改善することとなる。
【０００９】
　この方法の改善構成は、燃焼機関によって駆動される各定容量形油圧ポンプの消費動力
を、その駆動部の回転数と場合によっては測定したシステム圧力を用いた計算によって近
似して、全体的な消費動力に加算することを特徴とする。
【００１０】
　こうすることによって、低減された油圧用動力の計算に、燃焼機関によって駆動される
別の定容量形油圧ポンプを繰り入れることが可能となる。このような定容量形油圧ポンプ
は、例えば低圧システムの駆動用や、油圧で駆動される冷却換気装置用などとして、通常
自動車の操作機関内に何台も有る。ここで、今日これらのポンプが通常考慮されていない
のに対して、全体のシステム挙動に関する制御の際に、回転数に依存する値で近似して、
それを考慮することは有利である。実際のシステム圧力を用いた計算によって、消費動力
を更に正確に評価することは、駆動系統における非常に精密な差引動力を生み出すことと
なる。このことは、動力計算時に、考慮されない油圧の消費先が無いので、あらゆる動作
状態において、操作機関の安全な動作に繋がるものである。
【００１１】
　特に特性曲線又は特性曲線族の形で保存した作用関係を用いて、操作機関及び／又は行
程容積が調節可能である油圧ポンプ及び／又は定容量形油圧ポンプの動力計算を行うのが
有利である。事前に保存した作用関係を用いて、行程容積、圧力差などの測定データから
、当該のポンプで消費される駆動トルクを精密に計算することができる。そのようにして
、燃焼機関の回転数と実効トルク間の関係から、駆動システムの差引トルク又は差引動力
を生成することができる。例えば老朽化の出現或いは個別部品の交換による、この作用関
係の変化は、それに対応して制御ソフトウェアを変更することによって、簡単に考慮する
ことができる。
【００１２】
　行程容積が調節可能である油圧ポンプが複数有る場合、特に個々の油圧ポンプに優先順
位を付けるために保存した制御関係にもとづき、個々の油圧ポンプの行程容積を調整する
のが有意義である。こうすることによって、非常に広い利用範囲に対して、操作機関の挙
動を適合させることができる。そのようにして、制御関係に適合させることによって、駆
動部と比べて、操作用油圧装置に優先順位を付与することを簡単に実現することができ、
それによって、もはやあらゆるポンプを一様に低減させる必要が無くなり、駆動速度を犠
牲にして操作機能を優先させることができる。このことは、システムの全体的な挙動と操
作性を改善するとともに、安全性に関係する油圧系統に対して、常に十分な量の動力を供
給することができるので、安全性を向上する働きを持つことができるものである。
【００１３】
　少なくとも一つの入力装置によって、操縦者の制御設定、特にアクセル及び／又は制御
レバーを検出するのは有利である。
【００１４】
　更に、行程容積が調節可能である油圧ポンプが複数有る場合、操縦者の制御設定を考慮
して、当該の優先順位にもとづき、これらの個々の油圧ポンプの行程容積を調節するのは
有利である。
【００１５】
　例えばアクセル位置などの操縦者の制御設定を考慮することによって、操縦者の希望に
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対応した負荷配分を達成することができる。そのようにして、アクセルが大きく操作され
た場合、燃焼機関の動力を、有利には走行駆動部に振り向けることができる。同様に、操
作用油圧装置に対する目標設定値が大きい場合、その供給ポンプを、他の駆動部と比較し
て、より大きく考慮して、別のポンプの消費動力をほぼ必要な程度低減することができる
。
【００１６】
　この発明の別の実施形態では、制御装置は、行程容積が調節可能である油圧ポンプによ
って消費される動力を調節するのに加えて、燃焼機関の実効動力又は提供可能な動力を、
その回転数を変更することによって制御するものと規定する。
【００１７】
　こうすることによって、操作機関の操作を広い範囲に渡って制御することができるとと
もに、インチペダルを不要とすることができる。燃焼機関の提供可能な動力が、計算した
消費動力に対して十分でない場合、個々の消費先の消費動力を低減しなければならなくな
る前に、燃焼機関の動力をその最大値にまで自動的に高めることができる。このことは、
ちょうど操縦者が消費先の動力を高める必要が有る場合に、燃焼機関の動力向上を手動で
行うためのインチペダルの機能に相当する。こうすることによって、操縦者に対する要求
を低減するとともに、機関の動力能力を向上させることができる。
【００１８】
　この発明による方法の別の実施形態は、行程容積が調節可能である油圧ポンプを駆動部
として機能させる（潜在的な負荷及び制動エネルギーのエネルギー再生）動作状態におい
て、動力全体の計算に燃焼機関の実効動力を繰り入れることを特徴とする。
【００１９】
　例えば機関の負荷低下や山下り走行の場合、各行程容積により制御される油圧駆動部は
、そのポンプによって駆動部系統への動力を生み出し、このことは、通常燃焼機関の回転
数を向上させることとなり、操縦者が、例えばアクセルを戻すことによって補償しなけれ
ばならない。このようなシステム状態は、前述した制御装置によって検出することができ
、システム全体の制御に考慮することができる。そして、この実効動力は、機械的な経路
を経由して直接別の油圧消費先に供給されるか、或いは燃焼機関の実効動力を低減させる
結果となるかのどちらかが可能であり、このことは、システム全体のエネルギー効率を改
善するものである。所定の場合、油圧消費先に、操作機関内に配備された燃焼機関が供給
する以上の動力を供給することができる。
【００２０】
　行程容積が調節可能である個々の油圧ポンプを制御するために、別の測定したシステム
状態、特に車両速度、操作用油圧装置の位置及び作動油の温度を考慮するのが有利である
。
【００２１】
　そのようなシステム状態を追加して考慮することによって、制御を、操作機関の実際の
操作状況に正確に適合させることができる。そのようにして、個々のポンプ間における動
力配分を、これらの状態に応じて変えることができる。例えば、高速走行時に、それに対
応した駆動部の優先順位付けを行ったり、操作動作の実行時に、駆動部より操作用油圧装
置を優先させることが実現可能となる。同様に、この制御に、全体的な差引動力及び実際
の温度値に応じて、冷却用送風機などの付加的な油圧消費先を考慮することができる。
【００２２】
　この方法の特別な実施形態は、走行駆動部として、油圧動力変換器が配備されている場
合、制御装置が、特に保存した回転数・回転トルク特性曲線から、その消費動力を計算し
て、全体的な動力の計算に考慮することを特徴とする。
【００２３】
　操作機関が、調節可能なポンプを有する油圧モーター（静圧による走行駆動部）の代わ
りに、油圧動力変換器によって駆動される場合、制御装置は、同様にこの変換器を考慮す
る。この場合、この変換器が消費する動力の計算は、またもや変換器の挙動を示す特性曲
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線族によって行われる。これにより、全体的な動力を計算する際に、この動力低下量を考
慮するとともに、制御部が、所望の走行速度を達成するために必要な信号を変換器駆動部
の相応の制御入力に加えることができる。
【００２４】
　この発明による制御装置は、前述した方法を実施するために、様々な形式で構成するこ
とができる。この場合、このようなシステムは、通常プロセッサカード、メモリカードな
どの、個々の制御機能を受け持つ個別部品から構成される。これらの個別部品のシステム
データ、個々の特性曲線族、動力特性曲線は、これらの部品に付与するパラメータによっ
て変更、場合によっては交換することもでき、このことは、システム全体のコスト削減と
性能向上に繋がるものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下において、この発明を、図面にもとづき例示して、より詳しく説明する。
【００２６】
　符号１を付与した、この発明による電子制御装置は、自動車の操作機関の油圧システム
を制御する働きを持つ。
【００２７】
　この油圧システムは、燃焼機関２を有し、この燃焼機関は、第一の構成形態において、
行程容積が調節可能である二つのポンプ３と４及び一つの定容積形ポンプ５を駆動する。
この調節可能なポンプ３は、ここでは詳しく図示されていない回転モーターを有する油圧
式走行駆動部を駆動する働きを持つ。この調節可能なポンプ４は、リニアモーターとして
の差動シリンダー６を有する、行程容積により制御される操作用油圧装置を駆動する。詳
しく図示されていないバルブ構造７は、所要の体積流量差補償及びその他の過負荷防止な
どの所要の油圧装置機能を提供する。定容積形ポンプ５は、詳しく図示されていない蓄圧
器充填切換器とともに、操作機関の低圧システムを形成して、特に二つの調節可能なポン
プ３と４の油圧で作動される行程容積調節器８と９に低圧を供給している。
【００２８】
　調節可能なポンプ３を、アクシアルピストン・斜板構造で形成した場合、調節器８は、
このポンプの斜板を調整して、それによって行程容積を両方の移動方向に最大値まで無段
階に調整し、そのようにしてポンプに接続された油圧式回転モーターの挙動を制御する働
きを持つ。そのために、制御導線１０を介して設定される目標とする電気信号は、電気油
圧式バルブによって、斜板の対応する位置に変換される。同様に、調節器９は、第二の油
圧ポンプ４用に配備されており、制御導線１１の信号をポンプ４の斜板の対応する位置に
変換するものである。例えば、ラジアルピストン構成などの代替のポンプ構造は、同様の
電気油圧形式で作動される調節器によって調整される。
【００２９】
　調節可能なポンプ３は、その両方の接合部に、それぞれ測定信号変換器１２又は１３を
有する圧力センサーを備えており、これらは、各ポンプ接合部の圧力を測定して、その信
号を制御装置１に転送している。この場合、信号の伝送は、専用の信号導線１１２又は１
１３、或いは制御装置の多くの部品と接続されているシステムバスのどちらかを介して、
システム構成に応じて、アナログ又はデジタル電圧信号形式で行われる。
【００３０】
　第二の調節可能なポンプ４は、同様にその両方の接合部に、信号導線１１４と１１５と
ともに圧力センサー１４と１５を有する。これらの調節可能なポンプ３と４に対する両方
の調節器８と９は、それぞれ信号変換器１６又は１７を有する測定センサーを備えており
、これらのセンサーは、各ポンプ容積調節器の実際の位置を測定して、導線１１６又は１
１７を介して制御装置に転送している。これらの信号から、各調節可能なポンプの実際の
行程容積を導出することができる。
【００３１】
　燃焼機関２は、回転数センサー１８を備えており、このセンサーは、信号導線１１８を
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介して、機関の実際の回転数を制御装置に伝えている。
【００３２】
　燃焼機関への燃料の供給量を制御するアクセル１９は、同様にセンサーを備えており、
その結果導線１１９を介して、実際のアクセル位置を制御装置に伝えている。ジョイステ
ィック２０は、操縦者が制御装置にその他の多くの制御信号を入力する働きを持ち、それ
によって、特に操作用油圧装置の目標とする位置を決定している。
【００３３】
　制御装置１では、駆動系統全体の差引動力を連続的に算出している。そのために、利用
可能なセンサーデータから、各個別のポンプの消費動力を計算して、燃焼機関２の実効動
力と比較している。ここで、アンバランスが生じた場合、その次に調節可能なポンプ３と
４又は燃焼機関２に対して、相応の制御信号を生成して、それによって、その消費動力又
は実効動力を適合させている。個々の測定、計算、制御作業を巡回的に繰り返すことによ
って、ほぼ連続的なシステム全体の挙動を達成することができる。燃焼機関２の提供可能
な動力を計算するために、センサー１８によって測定し、信号導線１１８を介して制御装
置１に転送される回転数に対して、制御装置１に保存した燃焼機関の回転数・動力曲線に
もとづき、実効動力を計算している。
【００３４】
　調節ポンプ３の消費動力に関して、センサー１６により測定され、信号導線１１６を介
して制御装置に転送される容積調節器の位置信号から、ポンプ３の実際の行程容積を計算
する。センサー１８により測定され、信号導線１１８を介して制御装置に転送される、こ
こではポンプ回転数に相当するモーター回転数と組み合わせて、ポンプによる実際の体積
流量を算出する。両方のセンサー１２と１３は、信号導線１１２と１１３を介して、ポン
プの両側における実際の圧力を制御装置に伝えている。これらから、ポンプによって生成
される圧力の差を計算することができる。これらの体積流量、圧力差、並びに制御装置１
内に保存したポンプの特性曲線から、ポンプの実際に消費される機械的な動力を計算する
。例えば山下りの際に、駆動部のポンプが、駆動軸への動力を低下させた場合に関して、
そのような状態は回転数が常に一定であるのとは反対の圧力差を表すこととなるので、こ
の場合も同様に、これらのことを考慮している。
【００３５】
　同様に、別の調節ポンプ４に対する動力を計算する。調節器９によって生成され、セン
サー１７により導線１１７を介して制御装置１に転送される行程容積の現状の信号は、測
定した回転数と組み合わせて、実際の体積流量を決定するために使用され、その体積流量
から、センサー１４と１５によって測定され、信号導線１１４と１１５を介して転送され
る圧力差と組み合わせて、調節可能なポンプ４の実際の消費動力を計算する。そのために
、様々な動作状態におけるポンプの挙動を表す、制御装置内に有る特性曲線をまたもや利
用する。ここで、精度に関する要求が高い場合、様々な回転数、圧力又は行程容積におけ
るポンプの異なる挙動形態を表す複雑な特性曲線族を使用する。この場合、操作機関への
要求条件に応じて使用する様々なポンプ、或いは保守作業によるポンプの交換などは、制
御装置内に保存した特性曲線又は特性曲線族を簡単に変更することによって考慮すること
ができる。
【００３６】
　定容積形ポンプ５の消費動力を、その特性曲線とセンサー１８によって測定したシステ
ム回転数によって近似する。精度に関する要求が高い場合、別の圧力センサーを使用して
、ポンプ５によって供給される低圧を測定する。
【００３７】
　ポンプ３，４及び５の個々の消費動力を合計することによって、消費される全動力を燃
焼機関２の実効動力と比較することができる。この場合、これらのポンプの中の一つ又は
複数が、駆動系統に対する動力を低下させる動作状態は、自動的に考慮されている。
【００３８】
　ここで、制御装置１は、機関の動作状態に応じて、並びに操作部品２０とアクセル１９
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から伝えられる操縦者の設定から、両方の調節可能なポンプ３と４に対する目標値又は限
界値を、両方のポンプの全消費動力が燃焼機関の実効動力以下となるように計算する。こ
れらの設定は、制御導線１０又は１１を介して、調節可能なポンプ３又は４の行程容積調
節器８又は９に伝えられる。更に、燃焼機関２は、電子的な制御方式２１によって、その
回転数を制御する手段を備えている。この動力バランスの計算によって、燃焼機関が実際
に提供可能である以上の動力をポンプが消費する必要があると決定された場合、この制御
方式２１を介して、回転数とそれによってその動力を、そこからその最大動力にまで高め
る。
【００３９】
　両方の調節可能なポンプ３と４間での消費する動力の配分は、制御装置１内に有る制御
プログラムによって実行される。この場合、車両の状態に応じて、様々な制御方針が可能
である。
【００４０】
　第一の制御プログラムでは、配備された燃焼機関の最大実効動力に達するまで、エンジ
ン動力を高める。この場合、例えば山道走行や操作用油圧装置の負荷が増大した際に、操
縦者が介入しなくとも発生する可能がある、配備されたポンプの中の一つの消費動力（或
いは実効動力）が、更に上昇した場合、制御装置１が、制御導線１０又は１１を介して、
行程容積調節器８又は９に行程容積を低減するコマンドを伝えることによって、両方のポ
ンプ３と４の行程容積を等しく低減する。操縦者が、アクセル１９又はジョイスティック
２０を介して、ポンプ３又は４に対して、より多くの動力を要求する場合、それに対応す
る行程容積の増大は、それぞれ他方のポンプの余剰動力が利用可能である限り行われない
。このことは、例えば操縦者がアクセルを戻して車両速度を低減し、それによって操作用
油圧装置が多くの動力を使用可能としたいと考えた場合に、操縦者の相応のコマンドによ
って実現されるか、或いは例えば下り走行の開始や操作用油圧装置の負荷低下などによっ
て、操縦者の介入無しに、車両状態が変わることによって実現されるかのどちらかである
。
【００４１】
　特に燃料を節約する機関の動作用のプログラムの変化形態も有り、その場合燃焼機関の
動力を、ポンプを逆戻しする前に、その最大限度にまで高めるのではなく、出来る限り広
い範囲に渡って、燃料効率が最大となる範囲内に留めるものである。
【００４２】
　図２には、操作機関の油圧システムを、より広い機能範囲において、より詳しく図示し
ている。又もや、燃焼機関２が有り、この機関は、変速装置２２を介して、行程容積が調
節可能である四つのポンプ３，４，２３，２４と一つの定容積形ポンプ５を駆動する。更
に、動力開始時には、また別の二つの定容積形ポンプ２５と２６が、この燃焼機関２によ
って直接駆動される。
【００４３】
　この調節可能なポンプ３は、油圧式回転モーター２７を有する閉じたループ内に有り、
このモーターは、変速装置２８を介して、車両の駆動系統２９と連結されている。このユ
ニットは、機関の静圧による走行駆動部を形成する。
【００４４】
　調節可能な油圧ポンプ４は、前述した通り、差動シリンダ６を有する閉じたループ内に
おいて、詳しく図示されていないバルブ構造７と連結されており、この差動シリンダは、
操作機関の切換機能を作動させるものである。
【００４５】
　調節可能なポンプ２３は、調節可能なポンプ４と一緒に駆動されて、ここでは詳しく図
示されていない油圧式操縦装置３０を作動する働きを持つ。この場合、従来の油圧式操縦
システムも、操縦駆動部がポンプの体積流量によって直接動かされる閉じた油圧ループ内
に有る操縦システムも使用することができる。
【００４６】
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　この調節可能なポンプ２４は、閉じたループ内において、ここでは詳しく図示されてい
ないバルブ構造３１を用いて、この機関の操作機器の押し上げ機能部を駆動する働きを持
つ二つの差動シリンダ３２と連結されている。このバルブ構造３１は、全くバルブ構造７
と同様に、所要の過負荷防止部と、このような油圧システムに必要なその他のバルブを有
する。更に、このバルブ構造は、差動シリンダを使用する際に必要である体積流量差補償
を行っており、低圧システム内の作動油の体積差に応じた油圧シリンダ３２の移動方向に
よって補償している。この低圧システムは、定体積形ポンプ５と低圧制限バルブ３３から
構成され、このポンプは、調節可能なポンプ２４と一緒に、燃焼機関２によって駆動され
、このバルブは、圧力容器３４と油圧タンク３５と共に、低圧システム内において、圧力
を一定にする働きを持つ。
【００４７】
　エンジンによって直接駆動される定容量形ポンプ２５は、油圧により作動される冷却部
３６を作動させる働きを持つ。定容量形ポンプ２６は、油圧ブレーキ３７を作動する働き
を持つ。
【００４８】
　燃焼機関２は、アクセル１９によって制御される。この機関は、回転数センサー１８を
有し、このセンサーは、詳しく図示されていないデータ導線を介して、エンジン回転数を
電子制御装置１に伝えている。更に、このデータ導線１１９は、アクセル位置を電子制御
装置１に転送している。操縦者は、ジョイスティック２０によって、その他の機関の挙動
形態を制御することができる。調節可能な油圧ポンプ３，４，２３，２４の各々は、前述
したものと同様に、行程容積調節器８，９，３８，３９を有する。これらは、電子信号導
線１０，１１，４０，４１を介して、制御装置１から、それぞれの行程容積に関する目標
設定を受け取り、それに従って、それぞれのポンプの体積流量を所定の値に制御している
。この場合、このことは、アキシアルピストン・斜板構造のポンプを用いて、斜板を電気
油圧により調節することによって行っており、この斜板は、そのようにして相応の体積流
量を提供している。
【００４９】
　調節器８，９，３８，３９の各々は、センサー１６，１７，４２，４３を有し、これら
のセンサーは、ここでは詳しく図示されていない信号導線を介して、実際の行程容積の量
を制御装置１に伝えている。
【００５０】
　調節可能なポンプ３，４，２３，２４を有する閉じた油圧ループの各々は、それぞれ二
つの圧力センサー１２，１３，１４，１５，４４，４５，４６，４７を備えており、これ
らのセンサーは、調節可能なポンプの前後における油圧を、同じく図示されていない信号
導線を介して、制御装置１に伝えている。
【００５１】
　この操作機関に関する制御方法は、基本的に前述した方法と同様に進行する。この制御
では、個々のセンサーの測定値が、巡回的に読み込まれる。センサー１８から伝えられて
くる燃焼機関２のエンジン回転数にもとづき、保存したエンジン特性曲線と組み合わせて
、燃焼機関２の実際の実効動力を計算している。システム全体の消費動力を計算するため
に、個々の油圧ポンプの動力をそれぞれ計算して、これらの動力データを合算する。
【００５２】
　定容積形ポンプ５，２５，２６に関しては、センサー１８によって知ったエンジン回転
数と既知のポンプ特性曲線にもとづき、消費動力を計算する。
【００５３】
　行程容積が調整可能であるポンプ３，４，２３，２４に関しては、測定した行程容積と
測定した各閉じたループ内の測定した圧力差から、並びに既知の回転数と保存したポンプ
特性曲線を用いて、実際の消費動力を計算する。これらの値をすべて合算することによっ
て、機械的に消費される動力が分かり、それを燃焼機関２の提供可能な動力と比較する。
【００５４】
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　この基本的な制御方法は、前述した方法と同様である。ポンプの要求動力が増大した場
合、制御装置１は、格納した制御プログラムに従って、エンジン制御入力２１によって、
燃焼機関２の回転数を、その最大値に達するまで上昇させる。通常機関に配備された油圧
装置の全動力は、燃焼機関２の提供可能な動力を上回るので、ユーザ設定或いは油圧シリ
ンダ６，３２又は駆動部２７における負荷状態によって、機関が提供可能である以上の動
力が要求される状況となる。ここで、さもなければ起こる回転数の低下を回避するために
、制御装置１が、データ導線１０，１１，４０，４１を介して、ポンプ調節器８，９，３
８，３９に、行程容積に関するより低い目標設定又は限界値を伝えることによって、個々
の油圧調節ポンプ３，４，２３，２４を低下させている。
【００５５】
　制御装置１は、操縦装置３０を駆動するポンプ２３に優先順位を与えて、それにより先
ずはその他のポンプの消費動力を低減するように作用する。この場合、通常操作用油圧シ
リンダ６と３２に対して多くの動力を提供可能とするために、先ずは機関の油圧による走
行駆動の働きを持つポンプ３を低下させる措置が取られる。
【００５６】
　また、ここで、山下り走行や負荷低下などの特別な場合、制御装置１は、変速装置２２
を介した燃焼機関２の実効動力を考慮する。
【００５７】
　当然のことながら、この発明は、ここに挙げた実施例に限定されるものではなく、基本
的な考えを逸脱しない限り、様々な形に改変することができる。例えば、前述した静圧に
よる走行駆動部に代わって、回転トルク変換器を有する走行駆動部を使用することができ
、その場合、消費される動力を計算するために、その回転数・回転トルク特性曲線を制御
装置に保存する。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】この発明による油圧システムの模式図
【図２】別の油圧部品を用いた、この発明による油圧システムの模式図
【符号の説明】
【００５９】
　　１　　電子制御装置
　　２　　燃焼機関
　　３，４　　　行程容積が調節可能であるポンプ
　　５　　定容積形ポンプ
　　６　　差動シリンダー
　　７　　バルブ構造
　　８，９　　　行程容積調節器
　１０，１１　　信号導線
　１２～１５　　圧力センサー
　１６，１７　　行程容積センサー
　１８　　回転数センサー
　１９　　アクセル
　２０　　ジョイスティック
　２１　　エンジン制御入力
　２２　　変速装置
　２３，２４　　行程容積が調節可能であるポンプ
　２５，２６　　定容積形ポンプ
　２７　　油圧式回転モーター
　２８　　変速装置
　２９　　駆動系統
　３０　　油圧式操縦装置
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　３１　　バルブ構造
　３２　　油圧シリンダ
　３３　　低圧制限バルブ
　３４　　圧力容器
　３５　　油圧タンク
　３６　　冷却部
　３７　　油圧ブレーキ
　３８，３９　　行程容積調節器
　４０，４１　　信号導線
　４２，４３　　行程容積が調節可能であるポンプ
　４４～４７　　圧力センサー
　１１２～１１９　　信号導線

【図１】 【図２】



(12) JP 4489757 B2 2010.6.23

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  イワンティシノワ・モニカ
            ドイツ連邦共和国、バート・オルデスレ、ビックビュシェン、２９
(72)発明者  ラームフェルト・ロベルト
            ドイツ連邦共和国、ハンブルク、ネスダイヒ、１０３
(72)発明者  ヴェバー・ユルゲン
            ドイツ連邦共和国、ドレスデン、バウムヴィーゼンヴェーク、２１

    審査官  佐藤　秀之

(56)参考文献  特開昭６３－１５４８７４（ＪＰ，Ａ）
              特開昭６３－０５０６８６（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－２２９８７４（ＪＰ，Ａ）
              独国特許出願公開第１９９５３１７０（ＤＥ，Ａ１）
              独国特許出願公開第１０１２８５８４（ＤＥ，Ａ１）
              特開昭５７－１７３５３３（ＪＰ，Ａ）
              特開２００１－０４１１６７（ＪＰ，Ａ）
              特開昭５９－０３７３０７（ＪＰ，Ａ）
              特開２０００－０７３９６０（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              F04B  49/00


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

